
 

 

大田市地球温暖化対策実行計画 

（事務事業編） 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 3 月改定 

平成 31 年 3 月策定 

 

大田市 
  



 
 

 

大田市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 目次 

 

第１章 実行計画策定の背景・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 １．地球温暖化問題に関する国内外の動向・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

第２章 実行計画策定の基本的事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 １．法的な位置付け・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 ２．策定の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 ３．計画の対象とする事務事業の範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 ４．対象とする温室効果ガスの種類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 ５．計画期間、基準年度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

第３章 ＣＯ２排出量の現状と削減目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 １．エネルギー使用量とＣＯ２の排出状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 ２．大田市役所のＣＯ２排出量の削減目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 

第４章 事務事業における温暖化防止に向けた取り組み・・・・・・・・・・・・６ 

 １．取り組みの基本的な考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 ２．具体的な取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 

第５章 計画の進捗管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 １．推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 ２．職員に対する研修等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 ３．計画の実施状況の点検と公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 

 

 

  



- 1 - 
 

第１章 実行計画策定の背景 

 １．地球温暖化問題に関する国内外の動向 

  地球温暖化とは、地球表面の大気や海洋の平均温度が長期的に上昇する現象であり、 

 その主因は人為的な温室効果ガスの排出量の増加であるとされています。地球温暖化 

 は、地球全体の気候に大きな変動をもたらします。 

  地球温暖化による気候の変動の影響としては、農業分野においては一例を挙げると 

水稲の一等米比率の低下が予測され、自然災害分野においては大雨や短時間豪雨の発

生頻度の増加や大雨による降水量の増大に伴う水害の頻発化・激甚化が予測されてい

ます。 

  地球温暖化対策の国際的な動向としては、２０１５年１１月から１２月にかけて、 

フランス・パリにおいて、ＣＯＰ２１が開催され、京都議定書以来１８年ぶりの新た 

な法的拘束力のある国際的な合意文書となる「パリ協定」が採択されました。 

パリ協定の中では、「世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分低

く保ち、１．５℃に抑える努力をすること」、「できるかぎり早く世界の温室効果ガス

排出量をピークアウトし、２１世紀後半には、温室効果ガス排出量と（森林などによ

る）吸収量のバランスをとること」を長期目標に掲げています。 

  国内では２０２０年１０月、２０５０年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼ

ロにする、すなわち２０５０年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこ

とを宣言しました。 

また、２０２１年６月に公布された地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改

正する法律（令和３年法律第５４号）では、２０５０年までの脱炭素社会の実現を基

本理念として法律に位置づけ、区域施策編に関する施策目標の追加や、地域脱炭素化

促進事業に関する規定が新たに追加されました。 

さらに、２０２１年１０月には、地球温暖化対策計画の閣議決定がなされ、５年ぶ

りの改定が行われ、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて気候変動対策を

着実に推進していくこと、中期目標として、２０３０年度において、温室効果ガスを

２０１３年度から４６％削減することを目指し、さらに、５０％の高みに向け、挑戦

を続けていくという新たな削減目標も示され、２０３０年度目標の裏付けとなる対

策・施策を記載した目標実現への道筋を描いています。 

  「地球温暖化対策計画」は我が国の地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図 

 るため、地球温暖化対策の推進に関する法律第８条第１項に基づいて策定する我が国 

 唯一の地球温暖化に関する総合的な計画です。 
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第２章 実行計画策定の基本的事項 

 １．法的な位置付け 

  大田市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（以下「本計画」という。）の策定に 

ついては、地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条第１項で「都道府県及び市町 

村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府県及び市町村 

の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関する計画 

（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。」と規定されてい 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．策定の目的 

  本計画（事務事業編）は大田市（以下「本市」という。）の実施している事務及び

事業から排出される温室効果ガスの排出量を削減し、地球温暖化の防止に積極的な

役割を果たすことで、住民や事業者への取組拡大を進め本市自らが率先して地球温

暖化防止に配慮した事務及び事業を実行していくために策定します。 

  これまで本計画を２００７年３月に策定し、２０１９年３月に改訂を行い、本市の

温暖化対策を実行に移してきました。 

  今回の改定では国で示された新たな目標等を踏まえた改定を実施します。 

 本市では、２０２４年２月に「大田市環境基本計画」及び「大田市地球温暖化対策

実行計画（区域施策編）」を改訂統合した「大田市環境総合計画を策定しました。 

 併せて、この計画を着実に進め、地球温暖化の防止に貢献するために「ゼロカーボ

ンシティ」を宣言し、市民、事業者、行政が一体となって脱炭素社会の実現に向けた

取組を進めていきます。 

地球温暖化対策の推進に関する法律 
(地球温暖化対策計画) 

大田市環境基本計画（2014-2023） 
中間見直し（2020-2023） 

大田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 
大田市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

島根県環境総合計画 
島根県地球温暖化対策実行計画 

大田市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）【2025-2030】 

大田市環境総合計画（2024-2033）【大田市環境基本計画＋区域施策編】 

第２次大田市総合計画（2019-2026） 
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 ３．計画の対象とする事務事業の範囲 

  本計画の対象とする範囲は、本市自らが実施する事務及び事業全般とします。本市 

 の庁舎・各支所・教育委員会・市立病院や指定管理者などの施設から排出される温室 

 効果ガスを対象とした削減計画です。 

 

 ４．対象とする温室効果ガスの種類 

  「地球温暖化対策の推進に関する法律」が対象としている温室効果ガスは次表で示 

 したとおり７つの温室効果ガスとなります。そのうち、本計画で対象とする温室効果 

 ガスは、排出量の大半を占める二酸化炭素とします。 

 

■図表２－１ 温室効果ガスの種類 

種類 性質 用途、排出源 

二酸化炭素（CO2） 代表的な温室効果ガス 化石燃料の燃焼など。 

メタン（CH4） 
天然ガスの主成分で、常温で気体。よく燃え

る。 

稲作、家畜の腸内発酵、廃棄物の

埋立てなど。 

一酸化二窒素（N2O） 

数ある窒素酸化物の中で最も安定した物

質。他の窒素酸化物（例えば二酸化窒素）な

どのような害はない。 

燃料の燃焼、工業プロセスなど。 

HFCs（ハイドロフル

オロカーボン類） 

塩素がなく、オゾン層を破壊しないフロン。

強力な温室効果ガス。 

スプレー、エアコンや冷蔵庫な

どの冷媒、化学物質の製造プロ

セスなど。 

PFCs（パーフルオロ

カーボン類） 

炭素とフッ素だけからなるフロン。強力な

温室効果ガス。 
半導体の製造プロセスなど。 

SF6（六フッ化硫黄） 硫黄の六フッ化物。強力な温室効果ガス 電気の絶縁体など。 

NF3（三フッ化窒素） 
窒素とフッ素からなる無機化合物。強力な

温室効果ガス。 
半導体の製造プロセスなど。 

資料）全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ（http://www.jccca.org/） 

 

 ５．計画期間、基準年度 

  （１）計画期間 

     本計画の期間は、２０２５年度から２０３０年度までの６年間とします。 

     事務事業編は、国の地球温暖化対策計画に即して策定することが義務付けら 

    れており、国の地球温暖化対策計画に即して２０３０年度末までを計画期間と 

    します。 

     ただし、目標年度（２０３０年度）に至る計画期間内においても、組織体制 

    等の大幅な変更や計画の進捗状況及び地球温暖化対策技術の進歩などを踏ま 

    えて必要に応じ改定を実施することとします。 

      

  （２）計画の基準年度 

    本計画の基準年度は２０１７年度（平成２９年度）とします。 
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第３章 ＣＯ２排出量の現状と削減目標 

 １．エネルギー使用量とＣＯ２の排出状況 

  ２０１７年度（平成２９年度）における市長部局、水道・病院事業部局、教育委員 

会のエネルギー使用量は図表３－１のとおりとなっており、図表３－２は図表３－１ 

を基にＣＯ２排出量に換算したものでＣＯ２排出量を合計すると１２，２４５ｔ－Ｃ 

О２となります。 

  エネルギー別では電気によるものが最も多く全体の７３％を占め、次いでＡ重油 

 が１２％を占めています。 

 

■図表３－１ 大田市公共施設等のエネルギー使用量  （２０１７年度） 

 電気 

(千 kwh) 

A 重油 

(kl) 

灯油 

(kl) 

ｶﾞｿﾘﾝ 

(kl) 

軽油 

(kl) 

LPG 

(t) 

市長部局（支所、消防、

指定管理等含む） 
 

6,423 
 

205 
 

68 
 

80 
 

34 
 

103 

水道・病院事業部局  
4,756 

 
350 

 
1 

 
19 

 
0 

 
6 

教育委員会（学校、指定

管理等含む） 
 

3,829 
 

0 
 

178 
 

12 
 

0 
 

173 
 

合 計 
 

15,008 
 

555 
 

247 
 

111 
 

34 
 

282 

※小数点以下四捨五入しています。 

 

■図表３－２ 大田市公共施設等のＣＯ２排出量（２０１７年度） 

                                  （t‐CO2） 

 電気 A 重油 灯油 ｶﾞｿﾘﾝ 軽油 LPG 合計 

 
【排出係数】 

0.476 
0.691 

 
2.71 

 
2.49 

 
2.32 

 
2.58 

 
3.00 

 

市長部局（支所、消防、

指定管理等含む） 
 

3,686 
 

556 
 

170 
 

186 
 

87 
 

310 
 

4,994 
水道・病院事業部局  

3,066 
 

949 
 

2 
 

44 
 

0 
 

18 
 

4,079 
教育委員会（学校、指定

管理等含む） 
 

2,180 
 

0 
 

444 
 

29 
 

0 
 

518 
 

3,171 
 

合 計 
 

8,932 
 

1,505 
 

616 
 

259 
 

87 
 

846 
 

12,245 
エネルギー別  
構 成 比 

 
73％ 

 
12％ 

 
5％ 

 
2％ 

 
1％ 

 
7％ 

 
100％ 

※ＣＯ２排出係数は、直近の実績である２０１７年度（平成２９年度）の係数を用いています。 

※電気の排出係数の欄中で、上段は(株)Ｆ－Ｐｏｗｅｒ分、下段は中国電力(株)分。 

※小数点以下四捨五入しています。 
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 ２．大田市役所のＣＯ２排出量の削減目標 

本計画で期待される目標水準としては、国の地球温暖化対策計画に定められた２０

３０年度の削減目標に沿ったものが求められています。本計画においても国の地球温

暖化対策計画を踏まえて、ＣＯ２の削減目標を設定することとします。 

よってエネルギー起源ＣＯ２排出量の「業務その他部門」の国の目標である「２０ 

３０年度（令和１２年度）に２０１３年度（平成２５年度）比で５１％削減」を基本

的な考え方とし、本市の基準年度を２０１７年度（平成２９年度）としていることか

ら、２０１７年度（平成２９年度）比で５１％削減することを本市の目標として掲げ

ます。 

 

■図表３－３ 大田市役所のＣＯ２排出量の削減目標数値 

         年度 

目標 

基準年度 

２０１７年度（平成２９年度） 

目標年度 

２０３０年度 

ＣＯ２の排出量 １２，２４５t‐CO2 ６，０００t‐CO2 

削減率 ― ５１％以上 

※小数点以下四捨五入しています。 
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第４章 事務事業における温暖化防止に向けた取り組み 

 １．取り組みの基本的な考え方 

  大田市における事務事業の実施に伴う環境負荷の低減に向け、本計画の基本方針を 

 下記のとおり定め、職員一人ひとりが自覚を持ち積極的に取り組みを実践し、ＣＯ２ 

 排出量削減に寄与することを目指します。 

 【基本方針】 

 （１）職員の環境に対する意識の向上を図り、職員一人ひとりが環境保全の役割を果 

   たすため環境に配慮した行動を実践する。 

 （２）本計画に基づいて実施する地球温暖化対策等の情報を市役所内外に公表し、啓 

   発に努める。 

 （３）ＰＤＣＡサイクルによる環境負荷の継続的改善を実現する。 

 （４）環境保全、省エネルギー、省資源に資する技術・設備・資材等を積極的に導入 

   するとともに、ごみ排出量低減の徹底とリサイクルの推進を図る。 

 （５）環境に関する法令等を遵守する。※ 

 

   ※環境基本法第７条（地方公共団体の責務） 

     地方公共団体は、基本理念にのっとり、環境の保全に関し、国の施策に準じた施策及びその他 

     のその地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有 

する。 

    ※地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条第１項（地方公共団体実行計画等） 

     都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府県及 

     び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関する計画

（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 
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 ２．具体的な取り組み 

  ＣＯ２排出量削減等の目標を達成するため、以下の取り組みを実践します。 

 

■図表４－１ ＣＯ２削減に向けた取り組み 

項 目 具体的な取り組み 

ＣＯ２

排 出

量 の

削減 

電気使

用量の

削減 

使用しない部屋、始業時、昼休みは消灯を徹底する。 

パソコンのディスプレイやプリンターは、１５分以上使用しないと

きは節約・待機モードへ切り替える。 

パソコンは外出時、昼休み等の未使用時は主電源をスタンバイ状態

かオフにする。 

更衣室、トイレ、廊下、階段などの照明は必要に応じて点灯する。 

エレベーターの利用を控え、出来るだけ階段を使用する。 

空調機のフィルター、照明器具、事務機器等はこまめに清掃する。 

ノー残業デーの徹底を図る。 

やむを得ず定時外に庁舎を使用する場合は、不要な電気機器の使用

はしないなど、節電の徹底を図る。 

冷暖房は適切な温度設定とし、使用時間を短縮する。 

働きやすい服装を心がけ、エアコンの使用を控える。 

保温ポットなどを活用し、コーヒーメーカーや電気ポットなどの使

用を控える。 

普段使用しない電気製品のコンセントを抜き、待機電力を減らす。 

電化製品（ＯＡ機器など）や照明器具の新規購入及び更新時には、

エネルギー消費の少ない高効率機器やＬＥＤを採用する。 

公共施設照明のＬＥＤ化を図る。 

大田市公共施設適正化計画に基づき、効率的・効果的な施設整備や

維持管理を行う。 

ガソリ

ン・軽

油使用

量の削

減 

低燃費車・低排出ガス車などを優先的に利用する。 

公共交通機関を、積極的に利用する。 

公用車を利用した庁舎間の往来を有効的に行う。 

合理的なルートの選定を行い、乗り合わせを図る。 
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項 目 具体的な取り組み 

ＣＯ ２

排出量

の削減 

ガソリ

ン・軽

油使用

量の削

減 

公用車を利用する場合は、省エネ運転（エコドライブ）を徹底する。 

不要な荷物は載せないようにする。 

公用車の燃料消費量を記録し把握する。 

クリーンエネルギー自動車の率先導入をする。 

タイヤの空気圧調整を励行する。 

公用車の一元管理を行い、総保有台数の削減に取り組む。 

逓送業務については、適正な回数に努める。 

天然資

源の枯

渇防止 

用紙の

使用量

の削減 

電子決裁、デスクネッツ及び電子メール等の利用により、ペーパー

レス化を図る。会議資料については重点を押さえて簡素化を図る。 

庁内会議資料は、原則ペーパーレス化とする。 

会議の出席者を正確に把握し、余分な資料をなくす。 

複数ページの資料を印刷する際は、両面印刷を心がける。 

印刷する前にもう一度確認し、ミスコピーの削減を図る。 

ミスコピーした用紙はサイズごとに分類し、白い面を上にして重ね

未使用面の利用を図る。 

ミスコピー防止のため、コピー前後にリセットボタンの確認をす

る。 

プリンター・コピー機の集約印刷機能を利用し、コピー用紙の使用

削減を図る。 

メール送信されてきた回覧文書等は、必要以上の印刷はしない。 

用紙の使用量を記録し把握する。 

封筒使

用量の

削減 

会議時に封筒を配付しない。 

使用済みの封筒を庁内の郵便用封筒として再利用する。 

封筒の使用量を記録し把握する。 

ごみの

排出量

の削減 

ごみ排

出量の

削減 

資源物として分別することを徹底し、リサイクルできるものは資源

物として排出して、可燃ごみ、不燃ごみの量を減らす。 

チューブファイルは繰り返し使用し、購入しない。 

ファイル類や備品を再利用するため、インフォメーション等を活用

し有効利用する。 

個人のゴミ箱を廃止する。 
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項 目 具体的な取り組み 

公共事業による

ＣＯ２排出量の

削減 

庁舎や学校等公共施設の改修、新築ではエネルギー消費の少ない設

計・施工とし、ＣＯ２が削減できるものとする。 

ＣＯ２の森林への吸収を進めるため、森林の保全・整備や市街地で

の緑化推進を図る。 

「大田市森林整備計画」に基づき、森林吸収源対策を講じる。 

再生可能エネルギーの導入を進め、太陽光・小水力・風力・バイオ

マスなど、施設に合わせたエネルギーの導入、使用に努める。 

水使用量の削減 日常的に節水に心がける。 

積極的に節水型の機器を導入する。 

その他の削減 職員の環境意識の向上に努める。 

ⅮＸを推進し、市民の利便性を向上させるとともに、事務の効率化

を図る。 
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第５章 計画の進捗管理 

 １．推進体制 

本計画を着実・効果的に推進するため、計画の策定（Ｐｌａｎ）・実施（Ｄｏ）・点

検（Ｃｈｅｃｋ）・見直し（Ａｃｔｉｏｎ）を基本とした推進体制・点検体制を整備し

ます。 

  具体的には庁内の「大田市環境保全施策推進会議」（以下、「推進会議という。）に 

 おいて、「環境保全施策推進委員」（以下、「推進委員」という。）が検討した計画を市 

 長の承認を得た上で、各課の職員へ取り組みの指示を行い、職員一人ひとりが自覚を 

 もって積極的に計画を実践していきます。 

  また定期的に進捗状況の点検を実施して、計画の実行性確保に努めます。 

 

 ２．職員に対する研修等 

  本計画を実効性のあるものにするためには、職員一人ひとりが計画の趣旨や内容を 

 理解し、環境保全意識の向上を図ることが不可欠です。 

  そのため、計画の内容に関する適切な情報提供や職員研修を積極的に行い、職員へ 

 の普及・啓発を図ります。 

 

 ３．計画の実施状況の点検と公表 

  （１）点検 

   点検及び改善は、以下の２段階に分けて実施します。 

  ○課内自己点検 

   前年度の課内環境活動の取り組み状況及びエネルギー使用量を各課でとりまと 

めて総合評価し、事務局へ報告します。 

  ○環境保全施策推進会議 

   推進会議では、当該年度の実施計画の策定及び前年度の活動状況等をチェックし、 

  市長へ報告します。 

 

（２）公表 

   本計画の実施状況等については、「大田市ホームページ」などを通じて毎年公表 

します。 

   また、大田市役所（指定管理を含む）のエネルギー使用量と温室効果ガス排出量 

  を国へ毎年報告します。 


